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令和６年２月７日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和４年(ワ)第９４６１号 削除請求等請求事件 

口頭弁論終結日 令和５年１１月２９日 

判       決 

  原 告       株式会社アルプス建設  5 

    同訴訟代理人弁護士       薩󠄂 川 智 結 

 被 告      株式会社ＧＨエステート  

                （以下「被告会社」という。） 

    被 告       Ｘ 

（以下「被告Ｘ」という。） 10 

    上記両名訴訟代理人弁護士    笠 原 基 広 

                    野 村 信 之 

主       文 

１ 被告らは、原告に対し、７万１０００円並びにこれに対する被告会社につい

ては令和４年６月４日から支払済みまで年３パーセントの割合による金員及び15 

被告Ｘについては同月８日から支払済みまで同割合による金員（ただし、７万

１０００円及びこれに対する令和４年６月８日から支払済みまで年３パーセン

トの割合による限度で連帯して）を支払え。 

２ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は、これを２５分し、その２４を原告の負担とし、その余を被告ら20 

の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

   被告らは、原告に対し、連帯して２１６万円及びこれに対する被告会社につ

いては令和４年６月４日から、被告Ｘについては同月８日から支払済みまで年25 

３パーセントの割合による金員（ただし、７万１０００円及びこれに対する令
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和４年６月８日から支払済みまで年３パーセントの割合による限度で連帯して）

を支払え。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の要旨 

本件は、原告が、被告らが共同して別紙写真目録記載の各写真（以下、同目5 

録の「番号」欄の番号の順に「本件写真１」、「本件写真２」などといい、これ

らを併せて「本件各写真」という。）を、被告会社の管理する賃貸物件（以下

「被告物件」という。）に係るウェブサイトに掲載した行為が、原告の本件各

写真に係る著作権（複製権及び公衆送信権）を侵害すると主張して、被告らに

対し、民法７０９条及び７１９条１項に基づき、２１６万円（著作権法１１４10 

条３項により算定される損害額）及びこれに対する訴状送達の日の翌日（被告

会社については令和４年６月４日、被告Ｘについては同月８日）から支払済み

まで年３パーセントの割合による遅延損害金の支払（ただし、各被告への請求

範囲が重なる部分に限り連帯支払）を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに後掲証拠（以下、書証番号は特15 

記しない限り枝番を含む。）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事実） 

⑴ 当事者等 

  ア 原告は、不動産の売買・賃貸の仲介業等を営む株式会社であり、原告代

表者は、株式会社アルプスエージェント（以下「アルプスエージェント」

という。）の代表取締役も務めている。 20 

  イ 被告会社は、宅地建物取引業等を営む株式会社である。被告会社代表者

は、原告の元従業員であり、平成３０年１月３１日に原告を退職し、令和

３年３月２３日に被告会社を設立した。 

ウ 被告Ｘは、原告の元従業員であり、令和３年９月３０日に原告を退職し

た直後に被告会社に就職した。 25 

⑵ 原告は、令和４年３月１０日頃、被告らに対し、被告物件に係るウェブサ
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イトにおいて、原告の保有する写真が無断で使用されているとして、使用さ

れている写真の削除等を求める旨の通知をした（甲８ないし１０）。 

   そして、原告は、令和４年３月１３日付けで、被告会社に対し、上記通知

で求めた写真の削除等が行われていないとして、被告会社との取引を停止す

る旨の通告をした（甲１４）。 5 

３ 争点 

⑴ 本件各写真の著作物性（争点１） 

⑵ 本件各写真に係る著作権の帰属（争点２） 

⑶ 被告らによる著作権侵害行為の有無（争点３） 

⑷ 権利濫用の成否（争点４） 10 

⑸ 損害の発生及び額（争点５） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１ 争点１（本件各写真の著作物性）について 

（原告の主張） 

  本件各写真は、賃貸物件を紹介する目的で撮影された写真（以下「物件写真」15 

という。）であり、賃貸物件に消費者が興味を持つように、明るさや撮影角度

を調整したり、広い範囲を写真に収めることができる広角モードやパノラマモ

ードを利用して写真に奥行きや迫力を与えるように工夫したりするなどして撮

影されたものである。 

実際、「ｓｕｕｍｏ」などの賃貸物件に係る情報サイトにおいては、各社ご20 

とに異なる写真を掲載する仕組みになっており、このような仕組みは、写真の

撮影方法によって個性が表現される余地があることを前提としたものである。 

したがって、本件各写真は著作権法上保護される著作物に当たる。 

（被告らの主張） 

  本件各写真は、不動産の状況を忠実に再現することを目的とした物件写真で25 

あり、被写体の選択、構図の設定、被写体と光線との関係等の表現上の要素は
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非常に限られたものとなり、撮影者の独自性は表れない。そうすると、本件各

写真は誰が撮影したとしても同じように撮影されるものであって、そのような

写真に著作物性を認めることは、文化の発展を図ることを目的とする著作権法

の趣旨に反するものである。 

  したがって、本件各写真は著作権法上保護される著作物に当たらない。 5 

２ 争点２（本件各写真に係る著作権の帰属）について 

（原告の主張） 

 ⑴ 本件各写真の撮影日時及び撮影担当者について 

本件各写真の撮影日及び撮影時間は、別紙写真目録の「撮影・加工日」欄

及び「撮影・加工時間」欄にそれぞれ記載のとおりであり、本件各写真の撮10 

影担当者は、同「撮影担当者」欄記載のとおりである。ただし、「撮影・加

工日」（以下「撮影日」という。）が２０１５年（平成２７年）１月１日（本

件写真５３ないし６５、７０、７２、７５）、同年３月２日（本件写真３５、

３６、４０、４１、４４ないし４７）とされている写真については、機器の

設定が行われていなかったため、不正確な撮影日が記載されている可能性が15 

高い。 

   別紙写真目録の「撮影担当者」欄に記載されている「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｄ」

は、いずれも原告の従業員であり、原告からの指示に基づいて写真を撮影し、

原告が管理するサーバーに写真のデータを保存した。 

   なお、別紙写真目録の「撮影担当者」欄に「不明」と記載されている写真20 

は、原告の従業員が、従業員名を表示せずに原告が管理するサーバーに保存

したため、撮影者を確認できないものであるが、それらのうち、例えば、

「ディアコート六ッ川」、「ピュアハイム本田」及び「日興パレス伊勢佐木町

北」に係る写真については、被告らが掲載した物件写真以外にも、原告はフ

ァイル名の数字が連番となる前後の写真も保有しているから、これらの写真25 

も原告の従業員が原告の指示に基づき撮影した写真である。 



5 

 

⑵ 本件各写真に係る著作権が著作権法１５条１項により原告に帰属すること

について 

本件各写真は、いずれも原告が、賃貸物件の募集業務を遂行するために、

原告の従業員に命じて撮影させ、同従業員が原告にデータを提供したもので

あるから、原告の発意に基づきその従業員が職務上作成したものである。 5 

また、本件各写真は、原告が管理するウェブサイトに掲載して利用するた

めに撮影されたものであり、原告が自己の著作の名義の下に公表するもので

ある。そして、原告には、契約、勤務規則その他に著作権に関する別段の定

めはない。 

   したがって、著作権法１５条１項により、本件各写真の著作者は原告とな10 

るから、その著作権は原告に帰属する。 

（被告らの主張） 

  不動産業界においては、物件写真を融通する慣行が存在し、本件各写真のデ

ータも他社から融通された写真のデータである可能性がある。 

  また、撮影者について、そもそも原告の主張によっても撮影者が不明とされ15 

ている写真が存在している上、原告が本件各写真の一部を撮影したと主張する

「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｄ」の３名は、平成２７年時点では原告に入社しておらず、

そうすると、少なくとも撮影日が平成２７年とされている写真は、原告の従業

員ではない人物が撮影した可能性が高い。 

  さらに、原告の従業員には、アルプスエージェントと兼務していた者が多数20 

おり、物件写真の撮影が原告の職務として行われたのか、それともアルプスエ

ージェントの職務として行われたのかは、不明であるから、本件各写真が原告

の職務上作成されたか否かも明らかではない。 

  したがって、本件各写真について、著作権法１５条１項の要件を満たすとは

いえず、その著作権が原告に帰属しているとは認められない。 25 

３ 争点３（被告らによる著作権侵害行為の有無）について 
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（原告の主張） 

  被告会社は、原告の許諾を得ることなく、別紙侵害目録の「番号」欄記載の

各写真（なお、同目録の「番号」欄記載の１ないし１０８の番号は、本件各写

真の１ないし１０８の番号にそれぞれ対応する。）を、同目録の「掲載箇所」

欄記載の被告物件に係るウェブサイトに掲載した。被告らによる別紙侵害目録5 

記載の各写真の掲載期間は以下のとおりである。 

  本件写真１ないし２９   令和４年３月２２日から同年５月１３日まで 

  本件写真３０ないし８８  令和４年３月２３日から同年５月１３日まで  

  本件写真８９ないし９１  令和４年３月１０日から同年３月１２日まで 

本件写真９２ないし９８  令和４年４月１２日から同年５月１３日まで 10 

本件写真９９ないし１０８ 令和４年４月１４日から同年５月１３日まで 

  また、被告Ｘは、令和３年９月３０日に原告を退職し、その直後に被告会社

に転職しているところ、本件各写真の撮影日は、最新のものが令和２年６月２

６日であり、被告Ｘのほかに上記の撮影日の直後に原告を退職し、被告会社に

転職した人物は存在しないことからすれば、被告Ｘは、本件各写真のデータを15 

原告から持ち出し、被告会社は、そのデータを利用したものと考えられる。 

  したがって、被告らの行為は、原告の著作権（複製権及び公衆送信権）を侵

害するものであって、共同不法行為に該当する。 

（被告らの主張）  

否認ないし争う。なお、被告会社で管理していた物件写真のデータは、デー20 

タの入替え等により既に削除されているため、被告らにおいて、当該データを

利用した写真の掲載期間等を特定することはできない。 

４ 争点４（権利濫用の成否）について 

（被告らの主張） 

原告代表者は、本件訴訟提起後の令和４年６月２１日に、被告会社に対する25 

誹謗中傷を行っており、本件訴訟は、原告代表者の私怨によって行われたもの
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といえるから、原告の著作権侵害に基づく損害賠償請求は、権利の濫用に当た

り許されない。 

（原告の主張） 

  本件訴訟は、著作権侵害に基づく損害の回復を求めるために提起されたもの

であり、原告代表者の私怨等に基づくものではないから、原告の請求が権利濫5 

用に該当する余地はない。 

５ 争点５（損害の発生及び額）について 

（原告の主張） 

  原告は、被告らの著作権侵害行為によって、本件各写真に係る著作権の行使

につき受けるべき金銭の額に相当する額の損害を被った（著作権法１１４条３10 

項）。 

  その額については、株式会社ＮＨＫエンタープライズ（以下「ＮＨＫエンタ

ープライズ」という。）、株式会社毎日新聞社の運営する毎日フォトバンク（以

下「毎日フォトバンク」という。）や株式会社アマナイメージズ（以下「アマ

ナイメージズ」という。）の写真使用料の定め（甲１９ないし２１）からすれ15 

ば、本件各写真１枚当たり２万円の合計２１６万円（２万円×１０８枚）とす

べきである。 

  仮に上記の方法によって損害額が算出できないとしても、本件各写真に係る

著作権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額を算出するに当たっては、

物件写真の撮影代行サービスの利用料を参考にすべきである。 20 

（被告らの主張） 

  原告は、ＮＨＫエンタープライズ等における写真の利用料を基準に損害額を

算定しているが、これらの写真はプロが高価な機材を用い、撮影対象の選択を

はじめ、撮影機会、画角、シャッター速度、露出等様々な点でプロとしての創

意工夫を施して撮影したものであるのに対し、本件各写真は、プロが撮影した25 

ものではなく、スマートフォンやコンパクトデジタルカメラで簡易に撮影した
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スナップ写真にすぎないから、上記の利用料の定めは、本件各写真に係る著作

権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額の参考にはならない。 

  また、原告は、物件写真の撮影代行サービスの利用料を参考にすべきと主張

するが、この利用料は、保有をしていない物件写真のデータを取得するための

対価であり、写真の使用料とは一致しないし、原告が主張する事例は、一眼レ5 

フカメラを使用した例であり、本件各写真の撮影方法とは大きく異なる。 

そして、仮に本件各写真に著作物性を認めたとしても、物件写真における、

表現の選択の幅は狭く、その創作性の程度は極めて小さいこと、本件各写真は、

一眼レフカメラではなく、スマートフォンなどを使用して素人が撮影したもの

にすぎず、そのような写真であれば撮影代行サービスを利用しても１枚当たり10 

１００円前後で入手できることなどからすれば、本件における損害額は、物件

写真１枚当たり１００円を超えない程度の金額にすべきである。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 争点１（本件各写真の著作物性）について 

証拠（甲５、１１、１５、２７、原告代表者）及び弁論の全趣旨によれば、15 

本件各写真は、賃貸物件の外観・内観及び周辺環境等を撮影したものであるこ

と、本件各写真の撮影は、賃貸物件の内容を分かりやすく需要者に伝えるため、

明るさや撮影角度等を調整して行われたものであること、本件各写真の中には、

対象を広く写真に収めるため、パノラマ写真を撮影できるカメラを利用して撮

影されたものも含まれていることが認められる。 20 

このような本件各写真の内容や撮影方法に照らすと、本件各写真は、被写体

の構図、カメラアングル、照明、撮影方法等を工夫して撮影されたものであり、

撮影者の個性が表現されたものといえる。 

したがって、本件各写真は、いずれも思想又は感情を創作的に表現したもの

と認められ、「著作物」（著作権法２条１項１号）に該当し、これに反する被告25 

らの主張は採用できない。 
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２ 争点２（本件各写真に係る著作権の帰属）について 

⑴ 証拠（甲２７、原告代表者）及び弁論の全趣旨によれば、本件各写真のう

ち撮影担当者が特定されている各写真（本件写真２ないし１３、３０ないし

８１、９３ないし９７、１０４、１０５）については、原告の従業員であっ

た人物が、原告の管理する賃貸物件の紹介に利用するために、原告の指示に5 

基づき撮影した写真であることが認められるから、これらの写真は、「法人

その他使用者の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成す

る著作物」であるといえる。 

   そして、著作権法１５条１項の「法人等が自己の著作の名義の下に公表す

るもの」とは、実際に公表されたもののみならず、創作の時点において、法10 

人等の名義で公表されることが予定されていたものを含むと解されるところ、

上記の各証拠及び弁論の全趣旨によれば、本件各写真は、原告の管理する賃

貸物件を紹介するウェブサイトに掲載することが予定されていたものと認め

られるから、この要件を満たす。また、本件全証拠によっても、原告とその

従業員との間の契約、勤務規則その他において著作権に関する別段の定めが15 

あるとは認められない。 

⑵ したがって、本件各写真のうち本件写真２ないし１３、３０ないし８１、

９３ないし９７、１０４及び１０５の合計７１枚は、原告の職務著作（著作

権法１５条１項）に該当し、その著作者は原告であり、その著作権は原告に

帰属する（以下、原告に著作権が帰属すると認められるこれらの写真を総称20 

して、「本件侵害対象写真」という。）。 

⑶ 原告の主張について 

   これに対し、原告は、撮影担当者が不明とされている各写真（本件写真１、

１４ないし２９、８２ないし９２、９８ないし１０３、１０６ないし１０８）

についても、上記の各写真が原告の管理するパソコンのサーバーに保管され25 

ていたことや、原告が上記の各写真とファイル名が連番となる前後の写真を
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保有していることを根拠として、これらの写真がいずれも原告の従業員によ

って撮影された写真であると主張する。 

   しかし、本件全証拠によっても、上記の各写真が原告の管理するパソコン

のサーバーに保管されることとなった具体的経緯は明らかではないから、仮

に原告の主張する事実が存在したとしても、そのような事実のみによって、5 

上記の各写真が原告の従業員が原告の指示に基づき撮影したものであると認

めることはできないというべきである。 

したがって、原告の上記主張を採用することはできない。 

⑷ 被告らの主張について 

   他方、被告らは、①不動産業界においては、物件写真を融通する慣行が存10 

在し、本件各写真のデータも他社が撮影した写真のデータである可能性があ

ること、②本件各写真には、撮影日が平成２７年とされる写真も存在してい

るが、この写真を撮影したとされる「Ｂ」、「Ｃ」及び「Ｄ」の３名は、同年

時点では原告に入社しておらず、そうすると、撮影日が同年とされている写

真は原告の従業員ではない人物が撮影した可能性が高いこと、③原告の従業15 

員には、アルプスエージェントと兼務していた者が多数存在しており、本件

各写真の撮影が、原告の職務として行われたのか、それともアルプスエージ

ェントの職務として行われたのかは、不明であることから、職務著作は成立

しないと主張する。 

   しかし、上記①については、抽象的な可能性を指摘するものにすぎず、本20 

件全証拠によっても、本件侵害対象写真に原告の従業員以外の人物が撮影し

た写真や他社が著作権を有する写真が含まれていたとは認めることはできな

い。 

   上記②について、証拠（甲２７、乙６、７、原告代表者）及び弁論の全趣

旨によれば、本件各写真のうち、撮影場所を「ＶＡＬＥＳＩＡ ＹＯＫＯＨ25 

ＡＭＡ ＳＯＵＴＨ ＣＩＴＹ」、「ウィンベルソロ南太田第２」又は「Ｇ・
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Ａヒルズ戸部」とする写真の一部（本件写真３５、３６、４０、４１、４４

ないし４７、５３ないし６５、７０、７２、７５）の撮影日が、平成２７年

となっていること、原告が本件侵害対象写真の撮影担当者と主張する「Ｂ」、

「Ｃ」及び「Ｄ」の３名が平成２７年時点で原告に在籍していなかった可能

性があることが認められる。もっとも、上記の撮影日については、撮影者が5 

機器の設定等を行うことなく写真の撮影をしたため、不正確な日時が記載さ

れてしまった可能性もあるところ（甲２７、原告代表者）、証拠（甲５、１

５、２７、原告代表者）及び弁論の全趣旨によれば、上記の各撮影場所の物

件について別の機器を利用して同時に撮影されたものと認められる他の写真

（本件写真３０ないし３４、３７ないし３９、４２、４３、４８ないし５２、10 

６６ないし６９、７１、７３、７４、７６ないし８１）の撮影日は、平成３

１年若しくは令和元年又は令和２年とされていることが認められる。そうす

ると、一部の写真の撮影日が平成２７年とされていることをもって、それら

の写真が原告の従業員ではない人物によって撮影されたということはできな

い。 15 

   上記③について、前提事実⑴アのとおり、原告代表者がアルプスエージェ

ントの代表取締役も務めていることに加え、証拠（甲２７、原告代表者）及

び弁論の全趣旨によれば、原告とアルプスエージェントは実質的に同一の会

社であり、アルプスエージェントは、原告の事業を行う際の名称等として利

用されていたと認められることに照らせば、本件侵害対象写真の撮影に関す20 

る業務は、原告の発意に基づき行われたものと認めるのが相当である。 

したがって、被告らの主張はいずれも前記⑵の判断を左右するものではな

いというべきである。 

⑸ 小括 

   以上のとおり、本件各写真のうち本件写真２ないし１３、３０ないし８１、25 

９３ないし９７、１０４及び１０５の合計７１枚（本件侵害対象写真）につ
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いては、職務著作として、その著作権が原告に帰属すると認められる一方で、

その余の写真（本件写真１、１４ないし２９、８２ないし９２、９８ないし

１０３、１０６ないし１０８）については、原告の従業員による職務著作と

認めることはできない。 

３ 争点３（被告らによる著作権侵害行為の有無）について 5 

 証拠（甲５ないし７、１５ないし１７、２７、原告代表者）及び弁論の全趣

旨によれば、被告らは、原告の許諾を得ることなく、別紙侵害目録の「掲載箇

所」欄記載の被告物件に係るウェブサイト上において、本件侵害対象写真を有

形的に再生して掲載し、以下の期間、インターネットを通じて上記のウェブサ

イトにアクセスした不特定又は多数の者が本件侵害対象写真を閲覧できる状態10 

に置いたことが認められる。 

本件写真２ないし１３  令和４年３月２２日から同年５月１３日まで 

本件写真３０ないし８１ 令和４年３月２３日から同年５月１３日まで 

本件写真９３ないし９７ 令和４年４月１２日から同年５月１３日まで 

本件写真１０４、１０５ 令和４年４月１４日から同年５月１３日まで 15 

したがって、被告らの行為は、共同して、故意又は過失により、原告の著作

権（複製権及び公衆送信権）を侵害するものとして、共同不法行為に該当する。 

４ 争点４（権利濫用の成否）について 

仮に原告代表者が被告らの指摘するような投稿を行っていたとしても、別途

被告会社に対する不法行為が成立し得るか否かは別として、原告が被告らに対20 

して著作権侵害に基づく損害賠償請求を行うことが直ちに権利の濫用として許

されないものと解することはできない。 

５ 争点５（損害の発生及び額）について 

 ⑴ 証拠（甲２７、原告代表者）及び弁論の全趣旨によれば、通常、管理会社

等を通さずに物件写真を取得する際には、自社の従業員などが現地を訪問し、25 

賃貸物件の外観や内観等の撮影した上で、必要に応じて写真の加工等を行っ
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ていることが認められるところ、被告会社は、本件侵害対象写真を使用する

ことによって、上記の作業に係る支出等を免れたものといえる。 

そして、証拠（甲２３の３、２５、２６、乙３、５）及び弁論の全趣旨に

よれば、物件写真の撮影代行サービスの料金については、①広角一眼レフカ

メラ撮影の外観・内観セット（単発発注）については、３６００円から４５5 

００円、３６０度パノラマ撮影（単発発注）については、３２００円から４

０００円（写真の加工等には別途オプション料金が必要）とするもの、②内

観（画像１５枚程度）２７５０円、外観・共用部セット３３００円、高品質

撮影５５００円、交通費２０００円程度とするもの、③外観・エントラン

ス・看板７枚以上で２７５０円～５５００円、外観・共用部・室内全て７枚10 

以上で１万３２００円（いずれも一眼レフカメラ、広角カメラで撮影。１回

の撮影枚数は３０枚以上。）、シータによる撮影（８枚以上）は１件４４００

円（写真の加工等には別途オプション料金が必要で、徒歩１５分以上の撮影

の場合は１６５０円が加算される。）とするもの、④マンション一眼レフカ

メラ広角レンズ撮影について、外観のみ（１０枚程度）３５００円、内観の15 

み（２０枚程度）４０００円、外観・内観（３０枚まで）４５００円、オプ

ションとして３６０度パノラマ撮影について、１枚５００円、５枚まで１０

００円～２０００円（ただし、駅から徒歩１６分以上の場合は１０００円が

加算される。）とするもの、⑤外観のみ（５枚から１０枚程度）１                                                                                                               

２００円から１８００円、外観・内観セットについて１０枚から１５枚程度20 

の場合は２２００円から２５００円、３０枚程度の場合は２５００円から２

８００円とするものなどがあることが認められ、このような料金の定めから

すれば、物件写真の撮影代行サービスを利用する場合、写真１枚当たりに換

算すると数百円程度の費用が必要となるほか、交通費や写真の加工等のため

のオプション料金が別途発生し得ることが認められる。 25 

上記の事情に加え、本件侵害対象写真の掲載期間は最大で２か月弱であっ



14 

 

てさほど長くないこと（前記３）、他方で、著作権侵害があった場合に事後

的に定められるべき「著作権の行使につき受けるべき金銭の額」は通常の使

用料に比べて高額となることといった事情を併せ考慮すると、本件侵害対象

写真の著作権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額（著作権法１１

４条３項）は、写真１枚当たり１０００円の合計７万１０００円と認めるの5 

が相当である。 

 ⑵ これに対し、原告は、ＮＨＫエンタープライズ（甲１９）、毎日フォトバ

ンク（甲２０）やアマナイメージズ（甲２１）の写真使用料の定めからすれ

ば、本件侵害対象写真の使用料相当額は１枚当たり２万円とすべきであると

主張する。 10 

   しかし、ＮＨＫエンタープライズや毎日フォトバンクの提供する写真は、

報道等のために撮影された写真であり、また、アマナイメージズの提供する

写真はウェブ広告や動画配信広告等に用いられるものであって、その撮影対

象や撮影方法は、賃貸物件の紹介を目的とした物件写真とは大きく異なるも

のといえるから、上記各社の写真使用料の定めを本件で参考にすることは相15 

当ではない。 

   したがって、原告の上記主張は採用できない。 

６ 結論 

  以上によれば、被告らは、原告に対し、７万１０００円並びにこれに対する

被告会社については令和４年６月４日から支払済みまで年３パーセントの割合20 

による金員及び被告Ｘについては同月８日から支払済みまで同割合による金員

（ただし、７万１０００円及びこれに対する令和４年６月８日から支払済みま

で年３パーセントの割合による限度で連帯して）の支払義務を負うことになる。 

よって、原告の請求は上記の限度で理由があるからこれを認容し、その余は

理由がないからこれを棄却することとして、主文のとおり判決する。 25 

東京地方裁判所民事第２９部 



15 

 

 

 

    裁判長裁判官 

                               

               國 分 隆 文 5 

 

 

       裁判官 

                               

               バ ヒ ス バ ラ ン 薫 10 

 

 

裁判官 

                               

               木 村 洋 一 15 

  



16 
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